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【平成２８年度 研究進捗評価結果】 

評価 評価基準 
 A+ 当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果が見込まれる 
 A 当初目標に向けて順調に研究が進展しており、期待どおりの成果が見込まれる 

○ A－ 
当初目標に向けて概ね順調に研究が進展しており、一定の成果が見込まれるが、一部

に遅れ等が認められるため、今後努力が必要である 
 B 当初目標に対して研究が遅れており、今後一層の努力が必要である 

 C 
当初目標より研究が遅れ、研究成果が見込まれないため、研究経費の減額又は研究の

中止が適当である 
（意見等） 

本研究は、日本経済の長期低迷の原因となった不動産バブルの生成・崩壊メカニズムを明らかにする

とともに、金融危機や経済成長との因果関係の検証を含めた統合的アプローチを目指してスタートした

ものである。その際、使用前例のないミクロデータに注目し、米国やアジア諸国との国際比較も実施し

た。膨大なデータ分析による諸仮説の検証結果は数多く報告されており、概ね計画どおりの成果が蓄積

されてきている。 
しかしながら、現状は不動産市場の特性に関する研究成果が中心であり、統合したマクロ経済の研究

としては物足りない面がある。今後は、統合アプローチであることをより一層意識した研究報告や政策

提言が望まれる。 
 

【平成３０年度 検証結果】 
検証結果  当初目標に対し、概ね期待どおりの成果があったが、一部十分ではなかった。 

研究進捗評価時以降も膨大なデータベース構築に基づく不動産市場に関する多くの

研究論文を、インパクトファクターが高い国際学術誌等で発表してきたことからも、概

ね期待どおりの成果が得られたものと評価できる。 
一方で、当初の研究計画調書に書かれた五つの班の研究成果の融合による統合した新

たなマクロ経済の確立という点では、一部十分ではなかった面も認められた。 

A－ 

 

 


